
将来の担い手の確保（担い手の参入）
 地域の実情を良く見極め、これまで行ってきた被災農業者への支援等によって引き続き営農再開を推進。その上

で、外部からの担い手を考える必要。
 外部の参入も含め、営農再開を進めていくためには、大区画化、区画の整形、排水条件の改善などの基盤整備と

農地の集積が重要。

個人Ａ

個人Ｂ
個人Ｃ

個人D個人Ｅ

区画が大きい、区画が整っている、排水が良好
など条件の良い農地は、地元の農業者が営農
を再開。

市町村、農業委員会、
ＪＡ、福島相双復興推
進機構等が連携し農
地所有者に一筆毎に
農地の利用意向を把
握。

営農再開を望む農業
者を支援。

外部から営農再開する農業者
を呼び込むためには、基盤整
備による農地条件の改善、農
地の集積が重要。

区画が大きい、区画が整っている、排水が良好など
条件の良い農地

区画が小さい、排水が良くないなど条件が整っていない農地

個人Ａ
（営農休止）

個人Ｂ
（営農休止）

個人Ｃ
（営農休止）

個人Ｅ
（営農休止） 個人D

（営農休止）

個人（離農）
個人（営農休止）

個人（離農）
個人（営農休止）

個人（離農） 個人（離農）個人（営農休止） 個人（営農休止）

個人（離農） 個人（離農）
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農地集積と大規模化に向けた制度改正等

（１）農地の利用集積の促進（新たな担い手への対策）
住民の帰還意向が乏しく、農業の再開が困難と認められる地域において、福島県が農用地利用集

積等促進計画を作成・公告し、所有者の同意を得た上で、農地バンクを活用して、所有者不明農地
も含めて地域において一体的に権利設定できる仕組みを導入。

（２） ６次化施設の促進
（１）の計画に係る農地に６次化施設を建設する場合について、

① 農用地区域からの除外を可能とする農業振興地域の整備に関する法律の特例、
② 許可を受けることなく、優良農地（ほ場整備済みの農地など）の転用を可能とする農地法の

特例を措置

（３）農業委員会の事務の市町村への移管
市町村と農業委員会が合意した上で、農業委員会の事務を市町村に移管できるよう措置。

改 正 内 容

 これまで行ってきた被災農業者への支援等によって、引き続き営農再開を推進。
 条件不利地については地元農業者だけでは限界があることから、営農再開に向けて、外部の参入も念頭に、基

盤整備による農地条件の改善、農地集積が必須。
 このため、農地の利用集積を促進する特例制度を創設し、地域において一体的に権利設定できる仕組みを導入

するとともに、６次化施設の建設に向けた農地転用等の特例制度を措置（R３年４月）。
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農用地利用集積等促進事業（農地の利用集積の促進）

つるがい

※ 平成28年７月に避難指示解除

：個別経営体

計画作成前 計画作成後

：農業法人A

：農業法人B

【南相馬市鶴谷地区の事例】
・大規模な農業法人（2法人）が、県計画により地域内の農地面積

81.8ha（農地所有者70名）を集積・集約化

活用実績・活用事例

所
有
者
不
明
農
地 福島県 探索・公示

共有者の過半が判明している場合

共有者の過半が判明していない場合

【活用実績】
県計画の作成状況

→６市町村、47計画、990ha

※６市町村：南相馬市、広野町、川内村、
川俣町、田村市、飯舘村

※令和５年９月末時点

制度概要
一
般
農
地

農業の担い手や市町村の職員が不足する避難解除等区域等において、農地の利用集積を一層促進し、担い手を
呼び込む観点から、
〇 福島県が、農地集積の計画（県計画）を作成・公告、
〇 農地バンクを活用して所有者不明農地も含め、農地の賃借権等の設定を行うことができる
制度を新設（令和３年度）。

農地中間管理権の設定
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農
地
バ
ン
ク

農用地利用集積等促進計画（県計画）
福島特措法により福島県知事が作成

担
い
手

所
有
者

賃借権等の設定

※ 農地バンクが中間保有し、団地化した
状態で担い手へ賃借権等の設定を行うため、
バンク法により賃借権等を設定する方法も
あります。


